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(博士論文要旨および審査報告)
学位請求論文
李　東勲｢日本における
小零細小売業に関する研究
一小零細小売業の｢経営目的｣からの分析｣
Ⅰ　論文要旨
李　　　東　勲
日本において小零細小売業を取り巻く環境は大きく変化した｡ ｢失われた10
年｣ともいわれる長期不況は,大型倒産,金融破綻などによって加速され,その
結果実質所得は伸び悩むと共に,リストラや失業率の増加などといった社会的不
安により,国内消費は低迷しつづけている｡このような経済環境の変化は,小零
細小売業の経営を直撃し,その衰退傾向に拍車をかけている｡
このような変化のなかで,衰退している小零細小売業をどのように捉え,その
解決策を考えればよいのであろうか｡商業資本論の研究者が指摘しているように,
小零細小売業は資本主義の遺物として賃労働者の側が強調される非資本的な経済
的弱者として位置づけるべきなのかという疑問から,筆者は研究を進めるに当た
って次のような問題意識をもっていた｡
①　従来の中小小売業研究では,その多くが研究対象を小零細小売業としながら
も中小小売業の範噂に入れ,分析を行ったことで,小零細小売業の本質が究明
されていないのではないだろうか｡
② 1978年の大店法の改正, 1982年の通産省(現在の経済産業省)の通達による
窓口規制などによる大規模小売業の規制強化にもかかわらず,小零細小売業者
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が減少しつづけた理由は,経営者の高齢化や後継者難といった内部的要因によ
る結果ではないだろうか｡
Q)大店法の廃止を契機に,小零細小売業に対する政策が｢保護政策｣から｢支
援･指導政策｣に転換したとみられるが,まだその体制は整っておらず,また,
小零細小売業に対する認識も従来の通り,生業的かつ零細的なものであると見
なされている｡そういう認識のなかで,具体的な指導･支援の手順などはいま
だ定まっているとはいい難いのであろう｡
以上のような問題意識から｢/ト零細小売業はキギョウである｣と見なした｡そ
の理由は, ｢業｣とすることは,営業を行うという意味であり,営業をするとい
うのは｢営利の目的｣をもっているからである｡そして,企業というのはGoing
Concernつまり,継続的な事業を目的としているため,常に成長を意識しなけれ
ばならないからである｡要するに,小零細小売業は質的に多様である異質多元的
な存在として捉えるべきであると強調するためである｡
中小小売業に関する多くの既存研究では,中小小売業と大規模小売業との競合
関係による量的な減少が主な研究対象となっており,これらを｢中小小売業問題｣
と規定した｡しかし,本研究では研究対象を｢/ト零細層｣に限定する｡小零細小
売業の衰退問題は,大規模小売業との競合に起因する経済的問題でもあるが,本
論文においては小零細小売業自身も積極的な経営努力が求められる総合的問題で
あると規定し,これを論証してゆくことを研究目的とする｡
研究方法としては,小零細小売業の経常目的の観点から分析を行った｡具体的
には,小零細小売業において経営目的がいかに重要であるかについて実証するた
め,東京都町田市を事例に実証研究を行い,それらを企業成長プロセスのような
動態的な過程の一段階として位置づけ,その実態を明らかにし, ′ト零細小売業を
従来の零細概念に基づいたネガティブな存在として捉えるのではなく,成長可能
性を含んだポジティブな存在として認識すべきであることを提示する｡
なお,本研究における小零細小売業は『改正中小企業基本法』の量的規定に『商
業統計表』の質的規定を加え, ｢従業者数1-2人の個人商店及び法人商店を『零
細小売業』と,また従業者3-4人の個人･法人商店を『小規模小売業』と規定
し,両者を合わせて『小零細小売業』｣と定義づけた｡
1章では,問題意識④と②を解明するために中小小売業における現状分析を行
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った｡研究方法としては, 1974年から2002年までの『商業統計表』を用いて従業
者数1-49人までの小売業における事業所数,年間販売額の推移を考察し,減少
傾向にあるのは｢小零細小売業｣であることを明確にした｡
その動向をみると,従業者1-4人規模の小零細小売業の事業所数は, 1982年
の約145万店をピークに減少し, 1991年約126万店, 2002年には約89万店となった｡
ピーク時の1982年に比較してみると,約39%の大幅な減少をみせている｡これに
対して,従業者数5人以上の事業所数は順調な増加を続けており,小零細小売業
の動向と対照的な動きをみせている｡なかでも,従業者数10-49人程度の事業所
数は1982年以降, 20年間で約2.2倍に達しており,持続的に伸びている｡そして,
事業所数の変化を組織別にみると,個人商店の事業所数は, 1979年時点で減少が
始まっており,その減少幅も1982年以降20年間で44%の減少と極めて大きく,そ
の事業所数71万6千店は, 1954年の商業統計調査開始以来の最低水準である｡こ
うした個人商店の動きに対して,法人商店は事業所数を大幅に伸ばしており,1985
年以降,その増加の速度が一層速まったのである｡従業者数規模別の事業所数の
動きと同様,従業者数5人以上の中規模小売業が最も大きな増加をみせている｡
こうした変化のなかで,小零細小売業においても｢企業家｣として経営を行う
という姿勢が一一層重要となっており,自らの事業の発展を目指して自助努力して
いくことが求められる｡しかし,今までの中小小売業研究においては,ほとんど
の研究者が｢中小｣といいながらも,その研究対象は｢小零細｣であった｡そし
て,その捉え方の暖昧さから質的な問題を見逃し,小零細小売業の量的な減少だ
けにとらわれ,その保護を唱えたのである｡
2章においては,問題意識②をさらに究明するために中小小売業に関する既存
研究をレビューし,中小小売業問題や中小小売業の捉え方について展開された議
論を考察しながら,議論に存在する問題点を指摘した｡要するに,既存研究にお
ける｢中小とりわけ小零細商業者について｣という捉え万の暖昧さから小零細小
売業の真の問題を見逃し,量的な減少だけが問題として捉えられてきた｡そして,
この捉え方に関連して｢小零細小売業を経済的弱者｣として規定したのである｡
したがって, 2章の狙いとしては｢中規模｣と｢小零細規模｣に分け, ｢小零
細小売業｣に関しても｢営利追求の主体｣であり,所有する資本が少なくても｢自
己増殖のための手段｣であると強調することである｡
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中小小売業研究の初期段階においては,中小零細小売業全体が零細なものとし
て捉えられ,非資本的な経済的弱者として見なされてきた｡
その理由としては,戦前･戦後間もない頃までの｢相対的過剰人口の受入先｣
としての認識と大規模小売業との対立関係から収奪･圧迫される存在として問題
視した｢中小小売業問題｣が深くかかわっている｡要するに,戦闘期における金
融恐慌･震災による不況下で,生活維持のために多くの人々が小売部門に小零細
小売業として参入した｡そして,第2次大戦後においても大陸からの引揚者や復
員兵などにとって小零細小売業は数少ない参入場所であった｡すなわち,小零細
小売業は窮民層の受け皿として雇用の役割を果したのである｡
その結果,小零細小売業は必然的にその規模を拡大したのである｡そして,当
時の研究ではその日暮らししかできない多数の窮民層を対象にしたため,中小零
細小売業全てを零細なものとして認識したと推測できる｡
その後,このような｢相対的過剰人口の受入先｣としての認識は,経済発展と
共に薄くなっていった｡また,高度経済成長期,消費財産業における大量生産の
発展によって新製品が驚異的な速さで導入された｡戦前とはまったく異なる大衆
消費社会が現れたのである｡この現象は,日本の流通機構に大きな影響を与え,
大規模化･近代化の傾向が顕著になった｡その先頭を切ったのは,百貨店とスー
パーであった｡この百貨店の回復やスーパーの発展は,膨大な数にのぼる中規模
を含む小零細小売業の経営を次第に圧迫し,中小小売業問題を引き起こしたので
ある｡
この時期,日本は高度経済成長を遂げたとはいえ,大規模小売業と小零細小売
業の二重構造は変わらなかったのである｡
ほとんどが専門店である小零細小売業は,大規模小売業との競争のなかで,新
業態の経営技術を導入したりあるいは品揃えの深さなどの専門店の特徴を生かす
ことによって発展することも可能であった｡新業態のスーパーがその例である｡
中･小規模からスタートしたスーパーは,同･異業態間の激しい競争のなか,
総合化と店舗の大型化を図ってきた｡しかし,実際には多くの小零細小売業は現
状維持に止まって積極的に対応策を打ち出さなかったのである｡そして,小零細
小売業の多くは大規模小売業,特にスーパーを脅威的存在として感じていたにも
かかわらず,流通規制によってスーパーの出店を制限する手段のみに頼り,経営
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努力が十分ではなかった｡その結果,新業態のスーパーおよび経営革新を図った
既存業態の百貨店との競争で市場シェアを失い,衰退したのである｡
これに対して,マルクス経済学に立脚する商業資本論の諸見解は,大規模小売
業と中小小売業の対立関係だけに着日し,中小小売業-小零細小売業として捉え
た｡つまり,中小零細小売業全てがそれによって収奪･圧迫される存在として位
置づけられ,非資本的な経済的弱者であると規定したのである｡
しかし,このような見解では,本来最も重要であったはずの小零細小売業をい
かに発展させていくかという根本的な問題解決や小零細小売業の方向性を打ち出
すまでには至っていない｡ともあれ,小零細小売業者は受取る差額の大小にかか
わらず,自らの商業活動を通して利潤を得ているのはまざれもない事実であり,
この利潤は｢資本｣としての性格をもっているといえる｡
真の問題はむしろ,得られた差額をどういう目的で使用するかという｢動機｣
- ｢経営目的｣である｡ ′ト零細小売業に関する既存研究の概念規定では,小零細
小売業自らの動機づけ,自助努力の観点がなおざりにされている｡
3章では, 2章の問題提起を受け,小零細小売業を企業成長のプロセスのよう
な動態的な過程の一段階として位置づけ,その実態を明らかにし,小零細小売業
を負の存在として捉えるだけではなく,それらの発生と成長の側面にも注目する
ことで,小零細小売業に対する総合的な展望が確立されると提起した｡そのため
に, ｢/ト零細小売業における多様怪は事業主の経営目的に左右される｣との認識
に基づき,小零細小売業を｢キギョウ｣として①起業, ②起業一企業, ③企業と
3つに分類した｡また,小零細小売業の経営目的を①生業志向, ②個人志向, 〔jj
地元志向, @草新志向, ⑤成長志向の5つに分類･定義した｡その理由は,山中
篤太郎教授の｢発展のないところ不経済が存在する｣という見解にもあるように,
小零細小売業においても現状維持ではなく,成長志向が必要だからである｡
分析方法としては,最初に小零細小売業における経営目的の重要性を強調する
ために, ｢中小企業論｣と｢中小小売業の分類に関する研究｣を中心に考察した｡
｢中小企業論｣では小零細企業において企業としての諸態勢の有無,つまり｢資
本による経済計算のしくみ｣, ｢資本蓄積｣などを基準にしている｡しかし,山中
教授の指摘のように,それらが生計維持を目的として営まれているのか,あるい
はさらなる成長･発展を目指して経営を行っているのかという｢経営目的｣の垂
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要性をも強調している｡また,この論に影響されたとみられる｢中小小売業の分
類に関する研究｣においては,中小小売業者はさらに規模の拡大を志向する異質
多元的な存在としても捉えられる｡
しかし,これらの見解は,小零細小売業にとって経営目的が重要であることに
ついての可能性のみを指摘し,小零細小売業のあるべき方向性を提示するに止ま
っている｡そこで,筆者は小零細小売業において経営目的がいかに重要であるか
について実証するため,東京都町田市を事例に実証研究を行った｡調査分析とし
ては,まず対象となるアンケート結果に対し,異質多様な存在であることを確認
するため,主成分分析でデータを縮約し,主成分得点に基づいてクラスター分析
を行った｡その結果, 41の事業所は｢生業志向｣, ｢地域密着志向｣, ｢発展志向｣
の経営目的をもつ3つのグループに分類された｡つまり,小零細小売業といって
もその中には,発展も地域密着も志向しないもっぱら現状維持を目的とする｢生
業的家族経営｣の事業所がいる反面,地域に密着しながら現状維持や拡大再生産
を追及する｢企業的家族経営｣に当てはまる階層も存在している｡また,革新･
成長を視野に入れた発展志向的な経営目的を持っている｢本来の企業｣の存在も
確認された｡さらに,各グループの特徴を比較分析した結果,小零細小売業にお
ける高い水準の経常目的は経営そのものに影響を与え,売上高の向上という量的
な成長として現れることを明らかにした｡なお,今日の小零細小売業減少の主な
要因は,むしろ経営者の高齢化や後継者難による経常意欲の消失が強い影響を与
えていることを論証している｡
この分析の過程において,商業資本論における家族従業者の存在と他人労働者
の有無という基準のみでは,意味ある規定とはならないことが明らかになった｡
そして,商業活動を通して得られる利益は小零細小売業にとっても｢資本｣であ
り,必ずしも賃金労働者を雇用する必要のないことが実証された｡しかし,既存
研究で主張されているような｢非資本的な中間的存在｣としての事例も確認され
た｡したがって,小零細小売業を研究する際には,従業者規模を基準に家族従業
者数,他人労働者の有無はもちろん,法人化･後継者の有無とそれに関連する経
営者の年齢,本業に専念しているか否か,またそれが推測できる商店経営以外の
収入などを総合的に判断する必要がある｡
以上のことから,本研究の仮説を既存研究の見解と照らしながら企業ライフサ
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イクルのなかで説明すると,小零紳小売業において開業時の利益確保に伴う存続
の困難性は否定できない｡しかし,生計維持の目的だけではなく, ｢業｣を起こ
した以し,成長･発展を目指し,経営努力することで,その困難性から抜けられ
る｡
そして,企業として成長期に入る｡この段階においては, ｢経営目的｣の向L
はもちろんのこと,さらなる発展と競争や環境変化に対応するため,得られた利
益の一部を資本として蓄積する必要がある｡もし,経営者の資産獲得のような個
人的な経営目的が志向されると転業や副業化を志向するようになり,ひいては廃
業予備軍に転落するであろう｡
今日の小零細小売業の衰退に象徴される小売店舗の減少は,このような過程の
なかで廃業予備軍が急増し,それらが撤退していくことに起因すると考えられる｡
よって,今日の小零細小売業において行政側に求められる課題としては,次の
3点が挙げられる｡ 1つ目は,経営者の高齢化や後継者難が経営に与える影響は
大きく,素早い解決策が求められる｡ 2つ目は,新規開業を増やすための環境づ
くりであり,もう1つは既存の事業所において質的な基準である経営目的の設定,
そしてそれを達成･向上させることで量的成長に結びつくように経営指導･支援
することである｡しかし,このような体制は整備されておらず,それにかかわる
専門人材の育成･確保もできていない｡これは,本論文の問題意識③である｡
4章では,行政側からの観点からフランスにおける小売業を含む中小零細企業
の創業支援政策及び保護政策について比較分析を行う｡
中心市街地活性化法は,大型店が郊外に立地されるのに伴い,中心市街地が寂
れるのに歯止めをかけるのが目的である｡そのために,商店街のなかでパワーの
ある小売店を育て,あわせてハードを整備し中心市街地を活性化しようという考
えを全面的に打ち出している｡また,同法に基づいて各市町村のマスタープラン
に従って総合的に中心市街地の再開発･運営･管理を行う｢TMO｣が設置され
ることとなった｡
TMOは,中心市街地を一つのショッピングモールのような形で整備し,その
上で必要となる商店街などの合意形成や具体的なプロジェクトを運営･管理する
役割を担う｡総務省行政評価局は,中心市街地活性化法の基本計画を提出した市
町村の事業実施状況について2003年度末までに基本計画を策定した593市町村の
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うち, 138市町村を抽出し調査を行った｡その結果,計画策定の前後で中心市街
地の商店数が減ったと答えた市町村は93%であり,販売額では94%に達している｡
また,従業員数も83%,市街地の居住人口も63%の市町村で計画策定前より減少
していると答えている｡調査対象市町村の59%が,中心市街地は｢活性化してい
ない｣と回答したのである｡
一方で,フランスにおいてはパリを中心とした一極集中的な経済が特徴的であ
るが,地方においては中小零細企業の創業支援策を通して地域活性化を図ってい
る｡同国では,創業後数年間にわたり,商工会議所やNPOが個別指導･支援を
行い,こうした創業支援を通じて失業問題の解消や地域振興に大きな成果を挙げ
ている｡今日,日本においても同様な取組みが望まれる｡
最後の5章においては,今日における問題として商店街活性化のためのまちづ
くりについて述べる｡主に中小小売業によって構成される商店街における問題
が, 1990年代のバブル景気崩壊以後,どのように変化してきたか, 『商店街実態
調査』を用いてみると, 1990年代には,モータリゼーションの進展に伴う消費者
の行動範囲の拡大や景気低迷を背景とする低価格志向,大店法の改正･規制緩和
の実施など,外部的要因によってもたらされる｢大型店との競合｣ ｢駐車場がな
い｣が主要な問題として取上げられていた｡しかし,今日における問題では, ｢経
営者の高齢化による後継者難｣ ｢魅力ある店舗が少ない｣というように内部的要
因に起因すると認識しており,今後強化する必要がある事業として, ｢個店の改
善･活性化｣が指摘されている｡
このような状況のなか,近年,大店法の廃止･規制緩和-競争促進の名のもと
に,過去の高度成長期にみられた近代化-合理化路線が復活しており,それに対
抗する形で,小零細小売業者の活性化の動きも広がっている｡今日では, ｢まち
づくり｣という言葉は,商店街の整備や活性化を考える際には不可欠なキーワー
ドとなっている｡しかもその言葉は商業者だけでなく,一般の消費者や行政関係
者にも新しい将来ビジョンを暗示する響きをもっている｡
しかし, ｢まちづくり｣とは何かと問われると,その解答は乏しいのであろう｡
それは,将来の方向を漠然と示すものに止まっており,その理論的･思想的な検
討と体系化は著しく立ち遅れているからである｡
また,今日のまちづくりとは,商業振興という立場からの街の活性化が主流と
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なっている｡確かに,商業は街の核であり,その活性化は街の賑わいを創出する｡
一方,商業の衰退はまちづくりに深刻な問題を生じさせる｡しかし,まちづくり
を小零細小売業の育成･保護を考えるだけの手法ではなく,地域社会の豊かな生
活を支えるより積極的な主体として位置づける必要がある｡
既存研究においてもう一つの問題点は,商業集積における大規模小売業と小零
細小売業との共存共栄の関係が無視されていることである｡
現実の小売競争は,小売企業間の競争であると同時に,商業集積間の競争でも
ある｡商業集積内部の大規模小売業の高い集客力は,集積全体の集客力を向卜さ
せる｡つまり,他の小売施設から顧客を引きつけることによって,集積内部の小
零細小売業にも顧客は集まる可能性がある｡
したがって,集積内部の小零細小売業は大規模小売業と共に市場シェアを拡大
し,多くの利潤を獲得することが可能である｡
今日, H本において｢まちづくり｣の関心が高まっているなか,小零細小売業
ち,大規模小売業の出店を拒否することで事業機会を確保するという従来のやり
方ではなく,自らが地域社会の-構成員としての役割を模索し,地域社会に評価
される商業集積を形成する必要がある｡
しかし,現在の｢まちづくり｣のなかでは,異質多元的な小零細小売業の存在
を考慮していない｡したがって,小零細小売業全体を視野に入れた活性化の取組
みに,無理が生じることは当然であると考える｡ ′ト零細小売業者の側も地域社会
に貢献してきた役割を再度自覚すべきであるo
今後の課題として,学説としてその成果が極めて乏しいまちづくりに関して,
フィールド調査を中心に研究を進めると共に,まちづくりというテーマに対しマ
ーケテイングの観点からアプローチし,激変する環境変化にどう対処しながら
｢街｣を維持させるか,そして,そのなかで商店街はどのような役割を果たすべ
きかについて研究してゆきたい｡
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Ⅰ　本論文の主旨
李　東勲氏による学位請求論文｢日本における小零細小売業に関する研究-′ト
零細小売業の『経営口的』からの分析-｣は,小零細小売業をこれまでの商業資
本論の研究者が指摘してきたような非資本的な経済的弱者として位置づけるので
はなく,異質多元的な存在であることを論証する中で,経営者の経営目的によっ
て動態的に適応するポジティブな存在として認識し,環境条件に適合した経営行
動と行政のあり方を提言している｡
日本において中小企業を対象とした研究は多数存在する｡中小商業に限っても,
これまでさまざまな研究者によって多くの研究の蓄積がなされてきた｡そのこと
によって,日本の中小小売業の発展と行政による商業政策に大きな影響をLj･えて
きたことも事実である｡しかし,小零細小売業の研究は,その対象が限定されて
いることと,問題の複雑さを反映して,研究者の数も少なく,量的にも質的にも
その成果は限られてきたといえる｡むしろ小零細小売業は,いわゆる中小小売商
業問題として一括され,その規模に関わらず,経営者のおかれた固有の条件を考
慮することなく同質の問題として取りとげられることが多かった｡さらには,小
零細小売業の捉え方にしても,小零細小売業同士があたかも同一の存在として取
り扱われる傾向があった｡そのため小零細小売業の実態を考慮すると,これまで
の研究の展開方向と,小零細小売業がたどってきた現実とには大きな東経が発生
しつつある｡本論文の特徴は,小零細小売業を同一一の存在と見なすのではなく,
フィールドリサーチを通して,経営者の経営目的に注目し,起業,企業,衰退と
いう3の基準に類型化し,それぞれの基準グループに対応した経営の志向性の分
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折と行政の取り組みを内容としたユニークな研究となっている｡この論文では,
実態に即した小零細小売業の発展のメカニズムを明らかにするなかで,これまで
の研究の論点を明確にし,その問題点を分析することで,小零細小売事業所数の
激減過程に対する新たな視点と展望を与える主張となっている｡
Ⅰ　本論文の構成
序　章
第1章　′ト零細小売業の現状分析
第2章　小零細小売業に関する既存研究の考察
第3章　経営目的の観点からみる小零細小売業の分析
第4章　日本とフランスにおける小売商業政策
第5章　商店街活性化のためのまちづくりマーケテイング
結　論:小零細小売業の新たな役割
Ⅱ　本論文の概要
本論文は,衰退しつつある小零細小売業をどのように位置づけるのかという論
点から出発している｡ /ト零細小売業の捉え方をめぐって,商業資本論の研究者は
小零細小売業を資本主義の遺物として賃労働者の視点を強調することで非資本的
な経済的弱者と位置づけてきた｡論者はこれに対し次のような問題意識をもって
研究を進めている｡
(1)従来の中小小売業研究では,その多くが研究対象を小零細小売業としながら
も中小小売業の範噂に入れ,分析を行ったことで,小零細小売業の本質が究明
されていないのではないか｡
(2) 1978年の大店法の改正, 1982年の通産省(現在の経済産業省)の通達による
窓L｣規制などによる大規模小売業の規制強化にもかかわらず, ′ト零細小売業者
が減少し続けた理由は,経営者の高齢化や後継者難といった内部的要因による
結果ではないか｡
(3)大店法の廃止を契機に,小零細小売業に対する政策が｢保護政策｣から｢支
援･指導政策｣に転換したとみられるが,まだその体制は整っておらず,また,
′ト零細小売業に対する認識も従来の通り,生業的かつ零細的なものであると見
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なされている｡そういう認識のなかで,具体的な指導･支援の手順などはいま
だ定まっているとはいい難い状況にあるのではないか｡
以上のような問題意識から本論文では小零細小売業が時間的に市場環境のなか
で変化する存在として,企業成長･変動の視点を導入している｡これは｢/ト零細
小売業もキギョウである｣と考え,企業の｢業｣は,営業を行うという意味であ
り,営業をするというのは｢営利の目的｣をもっていると認識することで,本来
の企業の実情を把握できると見なす｡本論文は上述の3つの問題意識を究明する
形で展開されている｡
詳しく紹介すると,まず1章では,問題意識(1)と(2)を解明するために中小小売
業における現状分析を行っている｡研究方法としては, 1974年から2002年までの
『商業統計表』を用いて従業者数1 -49人までの小売業における事業所数,年間
販売額の推移を考察し,減少傾向にあるのは｢小零細小売業｣であることを明確
にしている｡さらに,業種によってその変動傾向が異なっていることについて考
察し,成長業種と衰退業種を明らかにすると共に,小零細小売業の低迷要因を外
部･内部的要因に分けて分析を行っている｡これによって,環境変化を追い風と
し内部要因を自主的に活用し適合できた′ト零細小売業が成長することを究明した｡
したがって,小零細小売業においても｢企業家｣として経営を行うという姿勢
が一層重要となっており,自らの事業の発展を目指して自助努力していくことが
求められる｡しかし,今までの中小小売業研究においては,ほとんどの研究者が
｢中小｣といいながらも,その研究対象は｢′ト零細｣であった｡そして,その捉
え方の唆昧さから質的な問題を見逃し,小零細小売業の量的な減少だけにとらわ
れ,その保護を唱えてきた経緯をこの章において詳細に究明している｡
2章においては,問題意識(I)をさらに論究するために中小小売業に関する既存
研究をレビューし,中小小売業問題や中小小売業の捉え方について展開された議
論を考察しながら,議論に内在する問題点を指摘している｡
中小小売業研究の初期段階においては,中小零細小売業全体が零細なものとし
て捉えられ,非資本的な経済的弱者として見なされてきた｡その理由としては,
戦前･戦後間もない頃までの｢相対的過剰人口の受入先｣としての認識と大規模
小売業との対立関係から収奪･圧迫される存在として問題視した｢中小小売業問
題｣が深くかかわっている｡要するに, ｢相対的過剰人口の受入先｣としての認
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講では,その日暮らししかできない多数の窮民層を対象にしたため,中小零細小
売業全てを零細なものとして認識したと推測される｡また, ｢中小小売業問題｣
においてはマルクス経済学に立脚する商業資本論の諸見解が,大規模小売業と中
小小売業の対立関係だけに着日し,中小小売業-小零細小売業として捉え,中小
零細小売業全てがそれによって収奪･圧迫される存在として位置づけられ,非資
本的な経済的弱者であると規定したことを明らかにしている｡
しかし,このような見解は,本来最も重要であったはずの小零細小売業をいか
に発展させていくかという根本的な問題解決や小零細小売業の方向性を打ち出す
までには至っていない点を問題視する｡また,これに関連する小零細小売業の概
念規定については, 1941年竹林庄太郎教授の見解をはじめ,近年の出家健治教授,
番場博之教授の見解まで約60年間にわたる先行研究を詳細にレビューしている｡
その結果, ①小零細小売業者は受取る差額の大小にかかわらず,自らの商業活動
を通して利潤を得ているのはまざれもない事実であり,この利潤は｢資本｣とし
ての性格をもっている｡ ②真の問題はむしろ,得られた差額をどういう目的で使
用するかという動機,つまり｢経営日的｣である｡ ③小零細小売業に関する既存
研究の概念規定では,小零細′ト売業の自助努力を前提にした｢経常目的｣の観点
がなおざりにされていると主張する｡
3章では, 2章の問題提起を受け,小零細小売業を一元的に捉えるより異質多
元的な存在として見なした方が実態に即していることを論証している｡論者が既
存研究の考察を通して問題擢起した｢動機｣ - ｢経営目的｣は,中小企業論にお
いては一般化されつつある｡また,中小小売業に関する研究においても近年,茂
木六郎教授,出家教授,番場教授の他,石原武政教授らによって｢経営日的｣の
観点が指摘されていることを紹介している｡
しかし,李氏によると,これらの諸研究者は小零細小売業にとって経営目的が
重要であることについての可能性のみを指摘し,小零細小売業のあるべき方向性
を提示するに留まっているという｡そこで,李氏は小零細小売業において経営目
的がいかに重要であるかについて実証するため, ｢小零細小売業における多様性
は事業主の経営目的に左右される｣という認識に基づき,小零細小売業を｢キギ
ヨウ｣として3つに分類し,東京都町田市を対象に調査研究を行った｡
調査分析としては,まず対象となるアンケート結果に対し,異質多元的な存在
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であることを確認するため,主成分分析でデータを縮約し,主成分得点に基づい
てクラスター分析を行っている.その結果, 41の事業所は3つのグループに分類
されている｡さらに,各グループの特徴を明らかにして比較するため単純集計･
クロス集計を行った結果,月平均売上高が高いグループほど, ｢革新志向｣的経
営目的が旺盛であることが確認されている｡したがって,この論文では小零細小
売業は,様々な経営目的を有する異質多元的な存在であり,その｢経営目的｣は
小零細小売業の経営そのものに影響を与え,売上高の向上という量的な成長とし
て現れるという点を明らかにしている｡
以上のような実証研究の分析結果を整理すると,既存研究の問題点として,秦
族従業者の存在と他人労働者の有無,資本金,売上高といった量的な基準のみで
は,小零細小売業の実態が十分把握できないことを強調している｡商業活動を通
して得られる利益は小零細小売業にとっても｢資本｣であり,必ずしも賃金労働
者を雇用する必要のないことが実証されている｡つまり,得られた利益をどうい
う目的で使用するかという動機すなわち, ｢経営目的｣こそが小零細小売業の分
析には最も重要な問題であることを強調する｡また,小零細小売事業所数の減少
の主な要因は,本論文の問題意識(2)の通り,経営者の高齢化や後継者難による経
営意欲の消失であるとみられる｡そこで,小零細小売業を研究する際には,従業
者規模を基準に家族従業者数,他人労働者の有無はもちろん,法人化･後継者の
有無とそれに関連する経営者の年齢,本業に専念しているか否か,またそれが推
測できる商店経営以外の収入などを総合的に判断する必要があることを明らかに
している｡
4章では,行政側の観点からフランスにおける小売業を含む中小零細企業の創
業支援政策及び保護政策について口本との比較分析を行っている｡日本での中心
市街地活性化法は,郊外に大型店の出店が増加するに連れて,中心市街地が衰退
し商店街が空洞化する状況に歯止めをかける狙いで制定されたが,狙い通りには
活性化されていない現状と問題点を指摘している｡この法律の最終的な狙いは,
商店街のなかに活力のある小売店を育て,あわせてハードを整備し中心市街地を
活性化しようとすることにあった｡しかし同法に基づいて各市町村のマスタープ
ランに従って総合的に中心市街地の再開発･運営･管理を行う｢TMO｣が設置
されることとなったものの,総務省行政評価局による市町村の事業実施状況の調
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査データから中心市街地が6割近くは活性化していないという結果を問題視して
いる｡
この点で,日本の小零細小売業の起業と企業の両段階にとって参考になる政策
がフランスのNPOを中心に大きな役割を果たしている創業支援策であるとして
その政策内容について紹介を行っている｡特に,フランスでは地方において中小
零細企業の創業支援策を通して地域活性化を図っており,特徴的なのは創業希望
者および創業者を対象に研修･指導を行っている点を強調している｡このことは,
法律の制定や資金援助に限定されない,経営者に経常能力をつけさせる,あるい
は経営者の能力を引き出すための長期的な創業支援や創業後の指導の重要性を提
案している｡
最後の5章においては,今日大きくクローズアップされている問題として商店
街活性化のためのまちづくりについてこれまでの研究の現状と課題について分析
を行っている｡特に,小零細小売業の役割の視点からまちづくりを検討し,展望
を与えている｡近年,大店法の廃止･規制緩和=競争促進の名のもとに,過去の
高度成長期にみられた近代化-合理化路線が復活しており,それに対抗する形で,
小零細小売業者の活性化の動きも広がっている｡今日では, ｢まちづくり｣とい
う言葉は,商店街の整備や活性化を考える際には不可欠なキーワードとなってい
るが, ｢まちづくり｣とは何かと問われても,その答は単純ではないし,簡単に
合意が得られるまでには議論も煮詰まっていない｡李氏は,この概念が将来の方
向を漠然と示すものに止まっており,その理論的･思想的な検討と体系化は著し
く立ち遅れているからであると捉えている｡既存研究において,商業集積におけ
る大規模小売業と小零細小売業との共存共栄の関係の研究が不足していたことも,
今後のまちづくりを考えるとで反省材料だと指摘する｡今日,日本において｢ま
ちづくり｣の関心が高まっているなか,小零細小売業も,大規模小売業の出店を
拒否することで事業機会を確保するという従来のやり方ではなく,自らが地域社
会の-構成員としての役割を模索し,地域社会に評価される商業集積を形成する
必要がある｡現在の｢まちづくり｣のなかでは,異質多元的な小零細小売業の存
在を考慮していない｡したがって,小零細小売業全体を視野に入れた活性化の取
組みと′ト零細小売業者の地域社会-の貢献について地道な経営努力とそのための
支援の重要性を提言している｡
448
今日のまちづくりとは,まちづくりを′ト零細小売業の育成･保護を考えるだけ
の手法ではなく,地域社会の豊かな生活を支えるより積極的な主体として位置づ
ける必要がある｡この最終章では,今後の課題として,学説としてその成果が極
めて乏しいまちづくりに関して,フィールドリサーチを中心に研究を進めると共
に,まちづくりというテーマに対しマーケテイングの観点からアプローチし,少
子高齢化社会での激変する環境にどう対処しながら｢街｣を維持させるか,そし
て,そのなかで小零細小売業はどのような役割を果たすべきかについての進むべ
き方向を提示している｡
Ⅳ　本論文の評価
近年,小売流通を取り巻く環境は人きく変質しており,大型店に対する規制緩
和の進行,情報･通信技術の急速な進歩,少子高齢化,長期不況にもとづく消費
の低迷,グローバルな競争関係の広がりの中で,日本の小売流通に特徴的であっ
た事業所数の過多性,規模の零細性といった要素が1980年代あたりから急速に薄
れつつある｡その中でも,注目すべき動きは,小売事業所数が1982年をピークに,
-一転して急速に減少を示すようになったことである｡しかも,このプロセスで最
も顕著な動向は,従業者数1-4人という小零細小売業の事業所数が激減してい
ることである｡今日まで,小売業全体の中でこの小零細小売業は一貫して減少を
持続している｡この層が日本の伝統的な商店街の中心部分を構成してきたが,現
荏,商店街の空き店舗となって地元商店街に深刻な問題を提起している｡
本論文の特徴は,戦前から今日までの小零細小売業の変動過程を理論と実際の
両面から考察対象に据え,とくに近年の激減過程にある小零細小売事業所数の動
向を正面から分析することで,異質多様な目的を有する小売経営者の意識と行動
に注目している｡その結果,小零細小売業は弱者であるという視点ではなく,経
営者の経営目的に注目することで,起業,企業,衰退といった動態的なプロセス
を明らかにすることで,実態に即した小零細小売業の経営行動と行政への提言を
行っている点で従来の研究と一線を画している｡
本論文の学会や実業界への貢献という点で評価すると,以下の諸点が指摘でき
る｡まず,第1に本論文の主旨のところでも触れたように,この研究の貢献は,
中小企業をめぐる研究が数多く存在する中にあって,研究の量的な点でも,質的
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な点でも非常に先行研究が限定されている,特殊な対象である小零細小売業の激
減過程のメカニズムを明らかにしようとした点である｡しかし,特殊な対象とい
っても,日本の小売業の圧倒的多数を占めてきた重要な小売流通の担い手が革令
的なスピードと規模で衰退ないし消滅しつつある分野の問題を正面から分析した
ことである｡
その方法の一つは,先行理論研究の論点がどのようなところにあったかを明確
にした点である｡そのとで,問題点を明確にし,新たな方向を提示したことであ
る｡従来の研究では, (∋小零細小売業の捉え方が中小小売業一般の問題として,
小零細小売業もそのカテゴリーに一括されており,小零細小売業の特性が不鮮明
なまま取り扱われてきた理論研究の問題点を詳細に解明している｡ ②零細小売業
は資本と見なすべきか,非資本なのかという論争を整理しながら,出家健治教授
の見解に基づきそこで投入されて得られた利潤は資本であるという見解を取り,
資本にとって重要なのはどのような目的で貨幣を投入するかということであると
いう論点を明確にしている｡ (釘中小小売業と大規模小売業との競合関係による量
的な減少が研究対象となっており,これらを中小商業問題と規定し,経済的弱者
･負の存在さらには保護の対象としての位置を与えてきた｡李氏は,これに対し
て, ｢このような見解では本来最も重要であったはずの′ト零細小売業をいかに発
展させていくか根本的な問題解決や小零細小売業の方向性を打ち出すまでにはい
たっていない｡｣として,既存研究では,小零細小売業の経営者の｢経営目的｣
を推進する自助努力の観点がなおざりにされてきた実態を明らかにする｡さらに,
④小零細小売業と大規模小売業との競争関係だけでなく,商業集積の視点からの
共存,相互差別化それに相乗効果の研究提言の視点が脆弱であったことも指摘し,
自助努力の限界を主張してきたこれまでの論調とは方向を異にしている｡
古くて新しい問題といわれる中小商業問題,とりわけ′ト零細小売業の問題は小
零細であるが故に,保護される存在という視点に問題提起をしている｡それは,
経営者の経営目的の関係に注目し,これまでの先行研究で示唆された経営目的の
重要性の指摘にとどまらず,さらに一歩踏み込んで東京都町田市のフィールドリ
サーチから経常目的の類型化を試み,経営目的のタイプから零細小売業の特徴と
そのあり方を提言している｡フィールドリサーチに基づく実証研究は,この分野
ではきわめて少なく,経営目的の特徴づけと政策提言は高く評価されて良い｡
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李氏は, ｢/ト零細小売業における多様性は事業主の経営目的に左右される｣と
いう認識に基づき,小零細小売業を｢キギョウ｣として分類し,東京都町田市を
対象に調査研究を行った.その結果,亘)41の事業所は3つのグループに分類され,
月平均売上高が高いグループほど, ｢草新志向｣的経営目的が旺盛であることが
確認されている｡ (むその｢経営臼的｣は小零細小売業の経常そのものに影響を与
え,売ヒ高の向上という量的な成長として現れるという点を明らかにしている｡
(彰得られた利益をどういう目的で使用するかという動機が小零細小売業の分析に
は最も重要な要素である｡また④小零細小売事業所数減少の主な要因は,経営者
の高齢化や後継者難による経営意欲の消失が強い影響を与･えていることを論証し
ている｡
こうした問題を踏まえて,李氏は零細小売店の経営者の経営能力の向上を重視
し,個店レベルにとどまらず,行政やNPOレベルでの経営支援策を提言してい
る｡小零細小売業の発展にとって,特に起業段階と企業段階の両面にとって経営
能力の育成と強化のためには,行政の役割も重要となっている｡李氏の研究の強
調点は,個店のレベルで活力のある零細小売業を増やすには,大店立地法,中心
市街地活性化法それに改正都市計画法というまちづくり三法にのみ依存した,そ
の結果として補助金依存のまちづくりでは限界があることを指摘している｡むし
ろ,大型店は,大店立地法に忠実に出店させようとすれば郊外にますます増加し,
中心市街地は空洞化するという｡この点で,中心市街地活性化法や都市計画法は
無機能化し,まちづくり三法が相互にコンフリクトを生みだす関係が見られるよ
うになっている問題に言及し,フランスの総合支援策の事例を参考に,日本にお
ける創業支援の必要性を提言している｡
この提言では,日本の小零細小売業の起業と企業の両段階にとって参考になる
政策がフランスのNPOを中心に大きな役割を果たしている創業支援策であると
して,その政策内容について紹介を行っている｡特に,フランスでは地方におい
て中小零細企業の創業支援策を通して地域活性化を図っており,特徴的なのは創
業希望者および創業者を対象に研修･指導を行っている点を強調している｡同国
では,創業後数年間にわたり, NPOや商｣二会議所が個別指導･支援を行い,こ
うした創業支援を通じて失業問題の解消や地域振興に大きな成果を挙げていると
いう｡このことは,単に法律の制定や資金援助にとどまらず,経営者に経営能力
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をつけさせる,あるいは経営者の能力を引き出すための長期的な創業支援や創業
後の指導の重要性を捷案している｡その要点は, ①創業希望者および創業者を対
象に研修･指導を行っている, ②研修よりも個別指導に重きを置いている, ③資
金面での支援に限定されず,創業前の研修や指導,創業後の経営に関するアドバ
イスなど,専門的支援を同時に充実させておく必要がある, ④重要なのは,創業
よりも創業後の経営を維持すること, ⑤起業から企業への発展のための支援策の
重視, ①フランスでは,商業だけに限らず,街が持つ機能全般を対象に総合的な
観点からまちづくり=都市計画の推進などが指摘されており,日本においてもこ
のようなきめの細かい,しかも継続性のある支援策がNPO,商工会議所,地方
政府,国のレベルでも考慮すべきであり,示唆に富む操言となっている｡日本は
規制膚和が進み,フランスでは雇用問題や失業問題への対応から大型店への規制
強化が進んでいる｡両国は正反対の政策がとられているにもかかわらず,環境問
題や都市計画の質的向上という新たな問題を共有していることを明らかにしなが
ら,日本においても零細小売業の経営内部と外部の対策としてバランスある長期
にわたる地道な取り組みが不可欠であることを説得的に主張しており,日本にお
ける小零細小売業に対する政策の現状を考えると,このような経営者の意欲や動
機付けを引き出す支援策の提言は評価できる｡
零細小売業の発展にとってまちはきわめて重要な器を捷供しており,またまち
は規模を問わず多様な小売業を不可欠としている｡そのなかで,小零細小売業は
どのような役割を期待されているのか,さらにはまちで小零細小売業が必要な存
在理由とは何かという問題を改めて投げかけている｡これはさまざまな見解が錯
綜する分野であり,最適解の見出しにくい問題である｡しかしこの点について,
李氏は,小零細小売業は少子高齢化社会のなかで,地域住民のニーズに機敏に対
応した地域密着型の商業施設として最終消費者へのよきアドバイザーという役割
がますます求められるとして,その事業主の専門分野の地域での活用や地域住民
の交流の場の提供という視点での小零細小売業のミッションの重要性を説いてい
る｡そのためには,小零細小売業において最大の課題である,後継者問題を身内
からの調達にのみ依存するこれまでの方式の限界を指摘し,人材を身内以外から
導入し育成するための対策を個店レベルの努力だけではなく,商店街レベルでの
人材確保と育成のため地域ぐるみ支援を提案する｡実証研究でも論証されてきた
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ように,この主張の論点は正社員を雇っている事業所では高い水準の経営目的を
設定しており,働く動機付けも高く維持されており,儲かっている零細店は次の
世代への引き継ぎの意欲に結びついている｡売上の高さと高い経営目的はどちら
が原因か結果は相互作用関係にあり,あらためて長期にわたる高い売上の実現は,
高い経営目的や後継者の準備へと結びつく町能性が強いことを示唆しており,個
店レベルに限定されない,商店街やまちづくりとして衰退を食い止めるための経
営戦略と行政の対応の必要性がこの論文で強調されており,妥当な見解といえる｡
しかも論文では, ′ト零細小売業の多様な存在を踏まえ,少子高齢化時代にこそ求
められる小零細小売業発展のための仕組みの設定を提言している点で大いに注目
してよい｡
このように評価すべき点があるなかで,問題点もある.まず,フィールドリサ
ーチで町田市を取り上げたことについての代表性の問題である｡町田地域が大型
店の集中する特性を考慮して選定されたことは論文にも触れられているが,ここ
での分析結果がf1本全体のなかでどのように位置づけられているのかが必ずしも
明らかではない｡また町田地域における小零細小売業のサンプル数についても,
この種の調査でサンプル数を十分な数確保することの困難さは否定できないとは
いえ,少ない点も代表性という点では気になるところである｡そして,町田地域
における小零細小売業の実態をさらにいっそう実証的に解明するためには,町旧
地域で小零細小売業から成長･発展して中規模や大規模化した小売業の特徴につ
いても,対象サンプルとの比較分析を行うために必要となろう｡さらに,論文の
展開として, 3章での小零細小売業の経営目的に基づく分析は,その後の4章と
5章の支援政策およびまちづくりの分析と必ずしも結びついた考察とはなってい
ない｡ 4章と5章はどちらかというとマクロ的な考察を中心に進めているが, 3
章のミクロ的な研究を重視するのなら,経営者の目的意識と行動それに成果の関
係について産業組織心理学における経営者意識のレビューも行うべきであったし,
調査結果の結論を生かすのならさらに′ト零細小売業の成長のための経営戦略やマ
ーケテイング戦略についてもしっかりとした分析が必要であったと考える｡こう
した問題については,すでに論文の結論においても触れられており,今後の研究
に期待したい｡
論文の前半で詳細に検討した先行研究のレビューは,すでに触れたように小零
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細小売業自体の研究は限定されているとはいえ,戦前からの口本における中小商
業問題を扱う膨大な文献資料の解読から取り組んでおり,留学生として難解な口
本譜の表現を克服しながら,日本の小零細小売業の歴史,現状および今後の方向
について実態に即した研究を進めたことを高く評価したい｡本論文には,まだ解
決されていない課題を　一部残すものの,日本における小零細小売業の発展のため
に的確な事実認識と有益な提言を与えているものと考え,博1二(経営学)の学位
を授与するに値する十分な研究業績であると判定した｡
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